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万人を代表する 1377 人が参加して、今後 5 ～ 10 年ないし、それ以降をも射
程とする、政治・経済・外交・社会に関わる包括的な基本方針・政策路線が定
められた。第 11 回党大会の特徴としては、社会主義への過渡期における祖国
建設綱領（2011 年補充・発展）（以下、2011 年党綱領）、2011 ～ 2020 年経済・
社会発展戦略（以下、経済・社会発展 10 カ年戦略）の各文書の採択が行われた
ことが挙げられる (2)。そして、その他に、第 11 回党大会における第 10 期党
中央委員会の政治報告（以下、第 11 回党大会政治報告）、党条例（修正・補充）（以下、




第 1 節では本書の柱である各論に入る前段階として、第 11 回党大会の位置
づけを確認するために、ドイモイ路線（後述）が採択された第 6 回党大会から
第 11 回党大会までの流れを概観する。続く第 2 節では、第 11 回党大会で定
められた基本的方向性について見る。そして、第 3 節で本書の企画と構成に
ついて説明を行い、本章に続く各章の議論につなげていくことにしたい。




第 11 回党大会までの流れを概観する (3)。
41．ドイモイ路線の採択
ドイモイ路線は 1986 年 12 月 15 ～ 18 日に開かれた第 6 回党大会で正式
























第 6 回党大会で採択された基本路線は、1987 年以降、実行の段階に入る。









年に 1 ドル＝ 368 ドンであったレートは、1989 年 3 月には 1 ドル＝ 4000
ドンにまで引き下げられた（村野［1989:233］）。









の施策の効果により、1988 年時に 200% を超えていたインフレ率が 1989 年
には一気に 40% 未満にまで下落する（村野［1989:230］）。　
1990 年には翌年の第 7 回党大会開催に向けて準備に力が注がれたが、













6採択された 2011 年党綱領は、この第 7 回党大会で採択された党綱領を補充、
発展させたものである。







1992 年、1993 年と 8％を超える GDP 成長率を達成した実績を背景にして、





られた方針は、1994 年 7 月に開かれた第 7 期第 7 回党中央委総会で具体化
され、2000 年時に GDP を 1990 年比で 2 倍にするとされていたものを 2 ～
2.5 倍に、年平均で 10 ～ 15％としていた工業成長率を 13 ～ 15% に上方修
正することなどが定められた（白石［1999:29-30］, 村野［1995:208-210］）。ま
た、1994 年 5 月には行政手続改革への取り組みに向けた政府決議が出され、
第 11 回党大会でも主要課題と位置づけられた同問題へのアプローチが開始さ
れる（寺本［2004:344-351］）。
1996 年 6 月 28 日～ 7 月 1 日には第 8 回党大会が開催され、2020 年まで
にベトナムを基本的に工業国とすることが基本方針として定められる（白石
［1999:30,36-37］）。現在も一貫して維持されている「工業化・近代化」路線、




対外関係においてもこの頃重要な動きがあった。1995 年 7 月に東南アジア
序章　第 11回党大会を巡る議論に向けて
7
諸国連合（ASEAN）加盟を果たすのである。1989 ～ 1991 年におけるソ連・
東欧の崩壊後に漂っていた、普遍性を持つ社会主義を信奉してきたはずのベト
ナムのアイデンティティは、その帰するところを、東南アジアに見出すことに
なった（古田［1996a:128-147］）。1994 年 2 月にはアメリカの対ベトナム経
済制裁が解除され、翌年の 1995 年 8 月には、ベトナム戦争終結後 20 年余り
を経て同国と国交正常化を果たす。そして、2000 年 7 月にはベトナムの国際
経済参入にとって大きな課題とされてきた、アメリカとの通商協定（以下、越
米通商協定）が調印される (9)。他方、越米通商協定の締結に先立つ 1997 年に
は、タイを起点とするアジア通貨危機が発生し、アジア諸国からの投資が減少




第 9 回党大会は、2001 年 4 月 19 ～ 22 日に開催された。ドイモイ下ベト
ナムで展開されている経済体制を「社会主義志向市場経済（kinh te thi truong 
dinh huong xa hoi chu nghia）」(11) と呼称することが同大会で定められ、1992
年憲法で活動を奨励するとされてきた「外国投資セクター」を正式な経済主
体として公認する方向性が定められた。そして、2001 年 11 月 20 日～ 12 月




らないという含意を込めて「近代志向の工業国（nuoc cong nghiep theo huong 
hien dai）」という用語が初めて用いられた（Dang Cong San Viet Nam［2006］, 
Nguyen Van Thao,Nguyen Viet Thong［2011］）。第 11 回党大会で採択された経済・
社会発展 10 カ年戦略の直近の10 カ年戦略である、2001 ～ 2010 年経済・社
会発展戦略（以下、2001 ～ 2010 年発展戦略）は、この第 9 回党大会で採択さ
れたものである。
そして、党政治局は、越米通商協定発効 2 週間前の 2001 年 11 月 27 日に
国際経済参入に関する決議を出し、以降、国際経済への参入に向けた国内的準
備が正式に本格化する。





第 11 回党大会の直近の大会となる第 10 回党大会は、2006 年 4 月 18 ～
25 日に開かれた。引き続き 2006 ～ 2010 年を「2020 年までに、基本的にひ







2006 年 11 月、1995 年の加盟申請以来 11 年もの歳月を経てベトナムの
世界貿易機関（WTO）加盟が一般理事会で承認された。ベトナムは 2007 年
1 月 11 日に正式に WTO 加盟を果たす。これにより、ベトナムの国際経済参
入の度合いは一層深まったと考えられる。そして、2008 年以降 1 人当たり
GDP が 1000 ドルを超え、ベトナム当局は「低開発の段階から抜け出し、中
レベルの収入を持つ発展途上国のグループに入った」（Dang Cong san Viet Nam
［2011:91］）とベトナム経済の発展段階を評価している。その一方、2008 年 9
月にアメリカで発生した金融危機に端を発する世界同時不況の影響により、ベ
トナムでも生産・輸出の伸びが停滞して GDP 成長率が鈍化、2 桁を超えるイ
ンフレが惹起されるなど、ベトナム当局は難しい舵取りを迫られている (12)。
以上のような経緯、状況、環境の下に、第 11 回党大会は 2011 年 1 月 12
～ 19 日に開かれたのである。
















時期的位置づけについては、第 11 回党大会政治報告は「2020 年まで
に、基本的に近代志向の工業国となる土台を築く」（Dang Cong san Viet Nam
［2011:188］）時期として、第 11 期の任期を位置づけている。これについては、
「ひとつの」という言葉が削除されたが、第 9 回党大会時以降、同様の位置づ
けがなされてきた（Dang Cong san Viet Nam［2001:76］）。しかし、文言上の位












なわち、「成長モデルを、主として量に従った発展（phat trien theo chieu rong）
から、規模を拡大しながら、質・効率・持続性の向上も重視する、量的な成長
10
と質的な成長の間の合理的発展（phat trien hop ly giua chieu rong va chieu sau）










1996 年開催の第 8 回党大会で採択された「党大会文書における西暦 2020 年
までのビジョンは、具体的な目標数値にほとんど言及していない。唯一の顕著
な例外は、GDP を『1990 年の 8 ～ 10 倍』にするとしている点のみ」であっ
た（白石［1999:37］）(16)。しかし、第 11 回党大会で採択された経済・社会発
展 10 カ年戦略においては、1 人当たり GDP を約 3000 ドルとする、GDP に
おいて工業とサービス部門が占める割合を約 85% とする、GDP において高度
技術製品、高度技術応用製品の生産額が占める割合を約 45％とするなど、さ
まざまな指標が示されている（Dang Cong San Viet Nam［2011:103-104］）。現
段階で「工業化」について過度の定義づけを行うことは、行動・対応をかえっ
て縛ることになり、経済・社会の国際的趨勢への適応を妨げる結果につながる
との懸念もある (17)。しかし、目標とする 2020 年まで 10 年を切り、少しずつ
ビジョンは具体化されていることも事実である。
（5）試験的な私営企業家の入党許可
5 点目には、私的経営と党員との関係についてである。第 11 回党大会政治
報告では「ベトナム共産党入党の基準を十分に満たす私営企業家の入党を、試





















7 点目には、ベトナム人口の約 7 割が住む農村部において「新農村建設（xay 
dung nong thon moi）」を推進する方針が、新たに大きく打ち出されたことであ






















10 点目には、「社会保障」強化の方向性が示されたことである。第 11 回党







11 点目には、第 11 回党大会政治報告では、ベトナムの領土の保全、主権
の維持・保全に対する言及がこれまでより増え、海上の島に対する主権、国境


























2008 年 9 月 21 日に外交関係樹立 35 周年を迎えた。両国の経済関係は、経
済連携協定（EPA）の締結、「競争力強化のための投資環境改善に関する日越共
同イニシアティブ」の継続的な実施、官民協力に基づく日本からのインフラ輸
出など、着実かつ実質的に深まっている。そればかりでなく、2010 年 12 月
に初めて日越戦略的パートナー対話が開かれるなど、経済問題にとどまらない
幅広い意見の交換が行われるようになっている。第 11 回党大会では、現体制















次に本書の構成である。本書は、本章（寺本）、第 1 章「第 11 回党大会以
降の人事と定められた方向性」（寺本）、第 2 章「ベトナムのマクロ経済の現状
と課題――新たな成長モデルの模索――」（グエン・クォック・フン）、第 3 章
「WTO 時代のベトナムの工業化」（藤田）、第 4 章「ベトナムの農業・農村開発
政策――2008 年の政策転換と第 11 回党大会で示された方向性――」（坂田）、
第 5 章「ベトナムの行政改革の現状と課題――人は礎――」（石塚）、第 6 章「第
11 回党大会における＜社会保障＞を巡る議論の方向性」（寺本）、の計 7 章か
ら構成される。各論考の概要については、以下の通りである。























































とめた後、2001 ～ 2010 年を対象とする第 1 次行政改革マスタープログラム
の概要とその実施結果について評価を行っている。その上で、第 11 回党大会
で採択された文献に示された行政改革関連部分の方針が持つ含意について考量

































































（8）この段階では 2020 年までの具体的な目標数値は明記されておらず、GDP を
1990 年の 8 ～ 10 倍にするとされているのみである（白石［1999:37］）。
（9）  2001 年 12 月 11 日に越米通商協定は発効。
（10）1997 年に 8.15％であった GDP 成長率が 1998 年に 5.76%、1999 年には 4.77%
と減退した（Thoi bao Kinh te Viet Nam 2011 年 1 月 17 日付）。
（11）社会主義を志向し、国家管理下の市場メカニズムに従った多セクターにより構成
される経済。
（12）GDP 成長率は 2008 年 6.31%、2009 年 5.32%、2010 年 6.76%（速報値）、イ
ンフレ率については、2007 年、2008 年、2010 年と 2 桁を記録した（Thoi 












Van Thao,Nguyen Viet Thong［2011:222］）。




（18）第 10 回党大会文書では、たとえば「新農村建設プログラムを実行する」（Dang 
Cong san Viet Nam［2006:90］）、「経済発展を新農村建設と結びつける」（Dang 






































寺本実・藤田麻衣・荒神衣美 ［2005］「2004 年のベトナム――問題抱えつつも WTO
加盟視野に前進――」（『アジア動向年報 2005』アジア経済研究所）。
寺本実・藤田麻衣 ［2007］「2006 年のベトナム――新指導部が発足し、WTO 加盟
を達成――」（『アジア動向年報 2007』アジア経済研究所）。
＜ベトナム語文献＞
Dang Cong San Viet Nam（ ベ ト ナ ム 共 産 党 ）［2001］Van Kien Dai Hoi Dai Bieu 
Toan Quoc Lan Thu IX（第 9 回全国代表者大会文献）, Nha Xuat Ban Chinh Tri 
Quoc Gia（国家政治出版社）.
―――［2006］Van Kien Dai Hoi Dai Bieu Toan Quoc Lan Thu X （第 10 回全国代表
者大会文献）, Nha Xuat Ban Chinh Tri Quoc Gia.
―――［2011］Van Kien Dai Hoi Dai Bieu Toan Quoc Lan Thu XI （第 11 回全国代
表者大会文献）, Nha Xuat Ban Chinh Tri Quoc Gia - Su That（国家政治・事実出
版社）.
Nguyen Van Thao,Nguyen Viet Thong［2011］Tim Hieu Mot So Thuat Ngu Trong 
Van Kien Dai Hoi XI Cua Dang（第 11 回党大会文献におけるいくつかの用語の





Thoi bao Kinh te Viet Nam（ベトナム経済時報）.

